資料６

障がい者相談員業務の委託事務における市町村への権限移譲の現状について
１．　身体障がい者相談員・知的障がい者相談員

　　　身体障がい者及び知的障がい者相談員への相談等業務の委託事務については、現在、大阪府が行っているが、移譲することにより、市町村における当事者及びその家族による身近な相談実施体制の整備や活動支援に至る一貫した業務遂行、市町村が実施する他の福祉サービスとの一体的な推進を図ることが可能となる。

２２年度移譲予定市町村（２６市町村）
■4月（14市町村）岸和田市、枚方市、八尾市、泉佐野市、寝屋川市、河内長野市、和泉市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、阪南市、忠岡町、熊取町、千早赤阪村

■7月（1町）　　 田尻町

■10月（6市町）　泉大津市、松原市、柏原市、泉南市、島本町、河南町、

■1月（5市町）　 茨木市、富田林市、四条畷市、岬町、太子町

２３年度移譲予定市町村（７市）
吹田市、貝塚市、守口市、大東市、門真市、摂津市、高石市

２４年度移譲予定市町村（２市）
豊中市、交野市

移譲希望なし（４市町）

池田市、箕面市、能勢町、豊能町

２．　精神障がい者相談員

　　　精神障がい者相談員については、法令上の根拠規定がないため、現在は府独自の要綱により実施しているが、3障がい一体となった体制整備が可能となるよう、上記相談員と同様に、市町村へ事務移譲を進めていく予定。

　　　現在、規則の制定作業を行うなど、移譲に係る条件整備を行っており、平成23年度より移譲可能となるよう調整している。

２３年度移譲予定市町村（２０市町）
岸和田市、吹田市、貝塚市、守口市、茨木市、八尾市、泉佐野市、寝屋川市、松原市、大東市

和泉市、柏原市、羽曳野市、摂津市、高石市、藤井寺市、阪南市、島本町、熊取町、岬町

２４年度移譲予定市町村（６市町）
豊中市、高槻市、四条畷市、交野市、忠岡町、河南町

移譲希望なし（１５市町村）

池田市、泉大津市、枚方市、富田林市、河内長野市、箕面市、門真市、東大阪市、泉南市、

大阪狭山市、能勢町、豊能町、田尻町、太子町、千早赤阪村

※22年10月までに移譲する事務については、２月議会で「大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例」を改正し、関係規定を設ける予定。

